
貿易と関税・目次（2004年1月～12月）
タイトル 著者名 年数 月数 頁

【単発・特集等】
東アジアの地域協力と日本 山澤逸平 2004 1 4
環境と関税行政を考える─環境にやさしい物品の関税撤廃を急げ─ 朝倉弘教 2004 1 14
アメリカの反ダンピング法成立に関する考察 小山久美子 2004 1 42
我が国植物検疫措置の課題と展望─貿易促進と安全性確保の両立へ向けて─ 小林献一 久

野新
2004 2 20

タイのアンチダンピング法・3 吉田 崇 2004 2 44
最近の関税政策・税関行政の動向等について 木村幸俊 2004 3 4
制度の支柱を失ったユーロ─EUの中核二国が導入拒否─ 藤原豊司 2004 3 14
金融再生の展望─失われた十年の評価 西崎哲郎 2004 4 4
IMFコンディショナリティとWTO─アルゼンチン履物事件を中心に─ 金 路徳 2004 4 28
アジアの経済統合に不可欠な通貨システムの改革─人民元の調整から通貨統合へ向けて─
（前編）

中條誠一 2004 4 40

アジアにおける通貨金融協調 河合正弘 2004 5 4
バヌアツ加盟交渉突然中止に象徴される最貧国WTO加盟においての問題点とこれからの課題 林三千子 2004 5 24

アジアの経済統合に不可欠な通貨システムの改革─人民元の調整から通貨統合へ向けて─
（後編）

中條誠一 2004 5 34

景気の回復は持続するか─日本経済復活の条件─ 鈴木淑夫 2004 6 4
外国政府の不正通商措置等に対する調査開始申立制度の整備を求める 日本経済団体

連合会
2004 6 32

民間及び政府等による平成十六年度の経済見通し─国際経済指標を中心に─ 大沼和善 2004 6 36
官と民の関係を考える 川本裕子 2004 8 4
最近の韓国事情と韓日関係 呉 榮煥 2004 8 33
韓国における貿易円滑化を通じた電子貿易推進 金 善玉 2004 8 23
北朝鮮問題と日本外交 小此木政夫 2004 9 4
難航する原産地規則の国際的調和を考える 朝倉弘教 2004 9 14
医薬品アクセスと今後のTRIPS協定 山根裕子 2004 9 25
現地子会社による投資協定下での紛争解決手続への参加─日本及び中国香港の事例を中心
として

岩瀬真央美 2004 10 32

日中激動時代の生き方 船橋洋一 2004 11 4
WTO新ラウンド─七月枠組み合意と今後の課題─ 飯野 文 2004 11 40
少子・高齢化社会への挑戦 原田 泰 2004 12 4
C-TPAT改訂に向けた提案 Joel

W.Rogers,
Joseph

P.Whitlock

2004 12 24

連載等
◆潮流・国際経済の中から
189・政府の意思決定と情報開示、説明責任の問題 島田克美 2004 1 2
190・国のかたちにおける文と武および経済の規律 〃 2004 2 2
191・中国圏経済の成長と台湾、香港の地位 〃 2004 3 2
192・韓国にみるナショナリズムと企業のパワー 〃 2004 4 2
193・不安定化する世界と回復期待が高まる日本経済 〃 2004 5 2
194・民主化理念の後退により方向性を失った政策論議 〃 2004 6 2
195・貧困問題を浮上させたアジアの選挙とその意味 〃 2004 7 2
196・働くことの意味にも及ぶ市場主義の力 〃 2004 8 2
197・グローバル化に組み込まれる国家の役割 〃 2004 9 2
198・企業再編過程の曲折と日本の企業社会の階層化 〃 2004 10 2
199・中国と日本の通貨・金融当局にみる国際協調と自立 〃 2004 11 2
200・日米政治の保守化と経済の前途 〃 2004 12 2

◆WTO新ラウンド─その論点と展望
11・WTO（世界貿易機関）の活動 鶴田 仁 2004 1 28
12・多角的貿易交渉（ラウンド）の歴史 伊藤哲朗 2004 2 4
13・WTOにおける途上国の問題 近藤嘉智 2004 3 24
14・七月の枠組み合意に向けた動き 鶴田 仁 2004 8 16
15・二〇〇四年八月WTO一般理事会決定について 高橋里子 2004 10 4
16・WTO貿易円滑化交渉開始合意について 近藤嘉智 2004 11 14

◆経済規制の国際的調和
11・知的財産権の国際的調和・2 中川淳司 2004 3 45
12・労働基準の国際的調和 〃 2004 4 12
13・環境基準の国際的調和 〃 2004 5 12
14・競争法の国際的調和・1 〃 2004 6 46
15・競争法の国際的調和・2 〃 2004 7 27
16・金融規制の国際的調和・1 〃 2004 9 40
17・金融規制の国際的調和・2 〃 2004 10 48
18・金融規制の国際的調和・3 〃 2004 11 46
19・金融規制の国際的調和・4 〃 2004 12 26

◆グローパル商取引法と国際商事仲裁
・独立保証およびスタンドバイ信用状に関する国連条約・Ⅰ 新堀 聰 2004 3 25
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・独立保証およびスタンドバイ信用状に関する国連条約・Ⅱ 〃 2004 6 15
・独立保証およびスタンドバイ信用状に関する国連条約・Ⅲ 〃 2004 7 12
・電子商取引に関するUNCITRALモデル法・Ⅰ 〃 2004 10 12
・電子商取引に関するUNCITRALモデル法・Ⅱ 〃 2004 12 38

◆ボーダーレス・エコノミーヘの法的視座
151・公取委の『独占・寡占規制の見直し』案と米政府の対日要望書─両者の奇妙なまでの
一致とその背景

石黒一憲 2004 1 56

152・NTT東日本のFTTHに対する公取委排除勧告（二〇〇三年一二月四日）の不当性─前号
分の連載との関係を含めて

〃 2004 2 54

153・米国特許権に基づく日本国内での行為の差止め等の可否とパリ条約─わが最高裁・学
説の混乱した論理の克服といわゆる属地主義（特許独立の原則）─（上）

〃 2004 3 58

154・ 〃 （中・Ⅰ） 〃 2004 4 56
155・ 〃 （中・Ⅱ） 〃 2004 5 51
156・ 〃 （中・Ⅲ） 〃 2004 6 55
157・ 〃 （中・Ⅳ） 〃 2004 7 51
158・ 〃 （中・Ⅴ） 〃 2004 8 54
159・ 〃 （中・Ⅵ） 〃 2004 9 52
160・ 〃 （下） 〃 2004 10 56
161・『法例』の『現代化」という名の『改悪』構想をめぐって─批判的検討─（上） 〃 2004 11 58
162・ 〃 （中・Ⅰ） 〃 2004 12 53

◆侃侃諤諤―日本経済の回復の鍵は？
1・デフレの罠を吹き飛ばせ 新保生二 2004 5 46
2・回復の兆し─「昭和恐慌以来のデフレ危機」とは何だったのか― 小菅伸彦 2004 6 26
3・デフレは解決していない 新保生二 2004 7 46
4・デフレ論議と内外価格差問題 小菅伸彦 2004 10 44

◆変容する欧州連合
1・欧州委員会、またも米巨大企業に鉄槌 藤原豊司 2004 7 4
2・拡大後初の欧州議会選挙は失望に 〃 2004 8 46
3・分裂促す欧州憲法条約 〃 2004 10 26

◆WTO加盟後の中国─発展とそのリスクー
1・WTO加盟後の中国ビジネスとリスク 美野久志 2004 11 30
2・WTO加盟後の中国経済と問題点 大橋英夫 2004 12 14

◆経営者の時代
5・日本列島「特区」論 飯田健雄 2004 4 53
6・企業の盛衰 〃 2004 5 43
7・アメリカ企業動向からみる近未来の日本経済 （上） 〃 2004 6 43
8・ 〃 （下） 〃 2004 4 43

◆戦中・戦後の税関史発掘
23・免税輸入自動車の転売規制 安藤 平 2004 1 40
24・私の戦中戦後 佐渡山安勝 2004 2 39
25・占領下の法律改正とガリ版刷り法案の国会提出 安藤 平 2004 3 32
26・私が見た沖縄の戦中戦後 山城正稘 2004 4 37

◆貿易・通商アラカルト
19・通関手続の簡素化とWTO 中川淳司 2004 2 36
20・原産地規制 大竹宏枝 2004 3 22
21・WTOにおける途上国の扱い 〃 2004 4 26
22・国際商品協定 牧野直史 2004 11 44

◆WTO体制下のアンチダンピング制度
20・ECのベッドリネンに対するアンチダンピング措置（DS141）紛争解決了解二十一条五項
に基づく手続

福永有夏 2004 1 24

21・アルゼンチンーブラジル産鶏肉に対するダンピング防止税 濱田太郎 2004 2 13
22・中国のアンチダンピング法制とその運用（上） 中川淳司 2004 11 21

◆EU法の最前線
45・ロケット兄弟社事件─EC競争法に基づく立ち入り調査と住居等の不可侵／欧州委員
会・加盟国裁判所の役割─

山岸和彦 2004 1 75

46・EC条約八一条違反の契約当事者の契約相手方に対する損害賠償請求 由布節子 2004 2 75
47・酒類広告規制と物の自由移動 西連寺隆行 2004 3 75
48・EUの排出枠取引制度指令 中西優美子 2004 4 75
49・指令の付随的水平的効果 須網隆夫 2004 5 75
50・「資本会社の域内合併に関する指令」提案の分析と検討 上田廣美 2004 6 75
51・EC競争法における「国家行為の抗弁」と加盟国の義務 山岸和彦 2004 7 75
52・プレンナー街道デモ事件 小場瀬琢磨 2004 8 75
53・EU市民権としての国籍差別からの自由 中村民雄 2004 9 75
54・構成国最高裁判所のEC法上の国家賠償責任 西連寺隆行 2004 10 75
55・インターネット・ホームページ上の個人情報の保護 大藤紀子 2004 11 75
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56・氏名の変更と、EU市民権としての国籍差別からの自由 中西 康 2004 12 72
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